
高知県立大学における公的研究費の不正防止に関する規程 

 

（趣旨） 

第１条 本規程は、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

を踏まえ、高知県立大学（以下「本学」という。）における公的研究費の取扱いのうち、高

知県公立大学法人業務方法書第 18 条第１項第 1 号に定める内部牽制機能による研究費の適

正経理を確保するための対応、研究費の不正防止及び研究費の不正使用が生じた場合にお

ける適正な対応等に関する事項を定める。 

（定義） 

第２条 この規程において「公的研究費」とは、次の各号に定める資金をいう。 

（１）国若しくは国が所管する独立行政法人等又は地方公共団体若しくはその外郭団体等

から研究事業を目的として受入れをした公的資金 

（２）共同研究又は教育研究事業の受託により受入れをした資金 

（３）奨学寄付金のうち教育研究を目的として使用する資金 

（４）民間企業又は財団からの研究助成金 

（５）本学で配分される研究費及び研究旅費のうち、教育研究を目的として使用する資金

（６）前各号に掲げるもののほか、研究費と認められる資金 

２ この規程において「教職員等」とは、次の各号に掲げる者をいう。 

（１）高知県公立大学法人職員就業規則第 2 条に定める教員及び一般職員 

（２）本学又は高知県公立大学法人と他の事業者との請負契約その他の契約等に基づき、本

学における業務に従事する者 

（３）他機関等に所属し、本学における業務の分担及び協力等を行う者 

（４）前各号に掲げる者以外で本学業務に従事する者 

３ この規程において「不正使用」とは、故意又は重大な過失による、公的研究費の他の用

途への使用又は本学の規程、法令並びに競争的資金等の交付の決定の内容及びこれに付し

た条件等に違反した使用をいい、証拠隠滅又は調査の妨害を含む。 

（公的研究費に携わる教職員等の責任） 

第３条 公的研究費に携わる教職員等は、「高知県公立大学法人高知県立大学における公的

研究費の使用に関する行動規範」を遵守しなければならない。 

（機関内の責任体制） 

第４条 本学の公的研究費の最高管理責任者は学長とし、高知県公立大学法人会計規程第

16条に定める本学における予算責任者を兼ねる。 

２ 最高管理責任者を補佐する統括管理責任者は、研究執行統括管理責任者として副学

長、経費統括管理責任者として事務局長を置く。 

３ 不正防止コンプライアンス推進責任者は高知県公立大学法人高知県立大学組織規程第

2 条に定める本学の部局長とする。不正防止コンプライアンス推進責任者を補佐する者とし



て、当該部局の教授職位にある者の中から、不正防止コンプライアンス推進副責任者を置く

ことができる。 

（責任者の責務と権限） 

第５条 前条に定める責任者の役割と権限は、以下のとおりとする。 

２ 最高管理責任者は、公的研究費の管理運営について最終責任を負う者として不正防止

対策の基本方針を策定・周知するとともに、それらを実施するために必要な措置を講じる。 

３ 経費統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、公的研究費の管理運営について本学

を統括する実質的な責任と権限を持つ者として不正使用防止対策の組織横断的な体制を統

括するとともに、基本方針に基づき、本学全体の具体的な対策を策定・実施し、実施状況を

確認するとともに、実施状況を最高管理責任者に報告する。 

４ 不正防止コンプライアンス推進責任者は、各部局等における公的研究費の管理運営に

ついて実質的な責任と権限を持つ者として経費統括管理責任者の指示の下、次に掲げる業

務を行う。 

（１）部局等における公的研究費の不正防止対策を実施し、実施状況を経費統括管理責任者

に報告する。 

（２）部局等の公的研究費の運営及び管理に関わる全ての構成員に対し、コンプライアンス

教育を実施し、受講状況を管理監督する。 

（３）部局等において、構成員が適切に公的研究費の管理・執行を行っているか等をモニタ

リングし、必要に応じて改善を指導する。 

５ 不正防止コンプライアンス推進副責任者は、不正防止コンプライアンス責任者を補佐

し、不正防止コンプライアンス教育の実施、運営を円滑に推進する。 

（事務処理手続き） 

第６条 公的研究費の運営及び管理手続きについては、高知県公立大学法人会計規程、高知

県公立大学法人契約事務取扱規程、高知県公立大学法人旅費規程、高知県立大学謝金等規

程、高知県立大学競争的資金等事務取扱要領、その他関連規程により取り扱うものとする。 

（不正防止計画の策定） 

第７条 最高管理責任者は、不正使用を発生させる要因を調査・把握し、不正防止計画を策

定する。 

（不正防止計画推進部署） 

第８条 不正防止計画を推進するため、不正防止計画推進部署を教務支援部に置く。 

（不正防止の取組み） 

第９条 不正防止計画推進部署は、ガイドラインの関連規定の主旨を踏まえ、公的研究費の

不正な使用等を防止するため、不正防止コンプライアンス推進責任者と連携し、各号に定め

る取組を行うものとする。 

（１）研修会等の実施 

   不正使用を防止するため、コンプライアンス教育にかかる研修会の開催その他適当



な方法により、教職員等の規範意識の向上を図るものとする。 

（２）誓約書の提出 

① 公的研究費に携わる教職員等に対し、定期的に誓約書の提出を求める。（様式１） 

② 一定の取引実績のある業者には、本計画の内容を周知するとともに誓約書の提

出を求める。（様式２） 

（３）不正防止計画の実施 

   第７条で定める不正防止計画を実施するものとする。 

２ 財務施設部は、不正防止コンプライアンス推進責任者と連携し、財務会計システムのデ

ータに基づく公的研究費の執行状況、教職員等と取引業者との癒着や過度な発注の偏り等

のモニタリングを適宜実施するものとする。 

３ 総務企画部は、不正防止コンプライアンス推進責任者と連携し、出張、謝金等の支払い

に関する証憑をもとに当該事実の確認の抽出調査を適宜行うものとする。 

４ 経費統括管理責任者は、公的研究費の適正な使用の確保を行うため、毎年度内部監査を

実施するものとする。内部監査を実施する監査委員は高知県公立大学法人内部監査規程第5

条で定める室員を中心に、経費統括管理責任者が指名するものとする。 

５ 経費統括管理責任者は、公的研究費が適正に使用される環境が整備されているか否か

についても、監査を行い、問題がある場合には改善策について最高管理責任者に報告する。 

（相談窓口） 

第１０条 本学における公的研究費の事務処理手続き及び使用に関する内外からの相談窓

口を財務施設部及び教務支援部に置く。 

（通報窓口） 

第１１条 学内外からの公的研究費の不正使用の告発に係る情報提供並びに相談等に対応

するため通報窓口を設置する。 

２ 通報窓口は、総務企画部に置く。 

(告発等の取扱い) 

第１２条 不正使用の疑いがあると思料する者は、通報窓口に告発を行うことができる。 

２ 教職員等が自らの職務において不正使用を知り得たとき、又は報道や会計検査院等の

外部機関からの指摘による場合も前項と同様に取り扱うものとする。 

３ 通報窓口は、原則として告発者の氏名、所属、住所等並びに研究者等の不正使用の態

様及び内容が明示されたものを受け付けるものとする。ただし、通報者はその後の調査に

おいて氏名の秘匿を希望することができるものとする。この場合において、告発者のう

ち、氏名の秘匿を希望したものに対しては、通報窓口を通じて通知するものとする。 

４ 通報窓口は、匿名による通報があったときは、研究者等の不正使用の態様及び内容が明

示され、かつ、証拠書類等の添付により相当の信憑性があると思われる場合に限り、受け付

けるものとする。この場合において、当該告発者に対しての本規程に規定する通知及び報告

は行わないものとする。 



５ 告発窓口は、告発の受付に当たり、告発者及び被告発者の保護を徹底しなければならな

い。 

（予備調査） 

第１３条 最高管理責任者は、前条による告発を受け付けた場合は、告発等の内容の合理性

を確認及び調査の要否を判断するため、予備調査の実施を総務企画部長および財務施設部

長（以下「予備調査委員」という。）に依頼しなければならない。 

２ 予備調査の依頼を受けた予備調査委員は、速やかに予備調査を実施する。 

３ 予備調査委員は、予備調査にあたり、次の各号に掲げる事項を行うものとする。 

（１）告発者及び調査対象者等関係者からの聴取 

（２）各種伝票、証拠書類、申請書等の関係書類の精査 

（３）その他調査に必要な事項 

４ 予備調査委員は、予備調査終了後、速やかに予備調査結果を最高管理責任者に報告する

ものとする。 

５ 最高管理責任者は、前項による報告を受け付けた場合は、告発等の受付から３０日以内

に、調査の要否を判断するとともに、当該調査の要否を配分機関に報告するものとする。 

（調査決定の通知） 

第１４条 最高管理責任者は、前条により調査を行うことが必要と判断したときは、その旨

を告発者及び調査対象者に通知するとともに、本調査への協力を求めるものとする。この場

合において、告発者のうち、氏名の秘匿を希望したものに対しては、通報窓口を通じて通知

するものとする。 

(調査中の一時執行停止)  

第１５条 最高管理責任者は、第１３条により調査を行うことが必要と判断した場合は、調

査対象制度の研究費の使用停止を命ずる。 

(委員会の設置及び調査) 

第１６条 最高管理責任者は、第１３条により調査を行うことが必要と判断した場合は、研

究費不正調査・対応委員会（以下、「調査委員会」という。) を設置し、速やかに本調査を

実施しなければならない。 

２ 委員の氏名については、調査の終了後に公開する。 

３ 調査委員会の事務は、教務支援部が行う。 

(調査委員会の組織) 

第１７条 調査委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

（１）経費統括管理責任者 

（２）告発者、被告発者と直接の利害関係を有しない本学の教員で最高管理責任者が指名す

る者 

（３）告発者、被告発者と直接の利害関係を有しない本学の一般職員で最高管理責任者が指

名する者 



（４）本学及び告発者、被告発者と直接の利害関係を有しない本学の教職員等以外の者で最

高管理責任者が任命する者 

 (委員長) 

第１８条 調査委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の中から最高管理責任者が指名する。 

  (調査の実施) 

第１９条 調査委員会は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法について最高管

理責任者に報告しなければならない。 

２ 最高管理責任者は、前項の報告を受けたときは、調査方針、調査対象及び方法について

速やかに配分機関に報告、協議しなければならない。 

３ 調査委員会は、調査対象者に対し、関係資料の提出、事実の証明、事情聴取その他調

査に必要な事項を求めることができる。 

４ 調査委員会は、関連する部局長等に対し、調査協力等適切な対応を指示することができ

る。 

５ 調査委員会は、事実関係の調査のため必要と認められる場合は、取引の相手方からも聞

き取り調査を行う。 

６ 委員長は、最高管理責任者の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況及

び調査の中間報告を最高管理責任者に提出する。 

（認定） 

第２０条 調査委員会は、前条に定める調査に基づき、不正の有無及び不正の内容、関与し

た者及びその関与の程度、不正使用の相当額等について認定する。また、不正使用が存在し

なかったと認定する場合において、調査を通じて告発が２７条の告発に該当することが明

らかであるときは、併せてその旨の認定を行う。 

２ 調査委員会は、調査の結果を踏まえ不正防止の対応策を検討する。 

３ 委員長は、事実関係及び不正の認定結果並びに不正防止の対応策について最高管理責

任者に報告するとともに、教育研究審議会にて結果を報告しなければならない。 

４ 委員長は、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やか

に認定し、最高管理責任者に報告する。 

５ 最高管理責任者は、事実関係及び不正の認定結果について、告発者及び調査対象者に通

知しなければならない。この場合において、告発者のうち、氏名の秘匿を希望したものに対

しては、通報窓口を通じて通知するものとする。 

（不服申し立て） 

第２１条 告発者又は調査対象者は、前条の認定に対して不服があるときは、その認定につ

いて通知の日の翌日から起算して１４日以内に文書により最高管理責任者に不服申立てを

することができる。 

２ 最高管理責任者は、前項による不服申立てを受理したときは、調査委員会に対して審査



を命じるとともに、告発者から不服申立てがあった場合は調査対象者へ、調査対象者から不

服申立てがあった場合は、告発者に通知する。この場合において、告発者のうち、氏名の秘

匿を希望したものに対しては、通報窓口を通じて通知するものとする。 

３ 調査委員会は、不服申立てについて、趣旨、理由等を勘案し、速やかに再調査の必要性

を審査し、最高管理責任者に報告する。また、最高管理責任者は、審査の結果を告発者及び

調査対象者に通知する。この場合において、告発者のうち、氏名の秘匿を希望したものに対

しては、通報窓口を通じて通知するものとする。 

（再調査等） 

第２２条 最高管理責任者は、前条の審査により、再調査の必要がある旨の報告を受けた

場合は、速やかに調査委員会に再調査を開始するように命じるものとする。 

２ 調査委員会は、前項の再調査を命じられたときは、再調査、審理、認定及び報告を行

わなければならない。この場合、第１９条及び第２０条の規定を準用する。 

３ 告発者及び調査対象者は、第２項の認定に対して不服を申し立てることはできない。 

(配分機関への報告及び調査への協力)  

第２３条 最高管理責任者は、告発等の受付から２１０日以内に、調査結果、不正発生要因、

不正に関与した者が関わる他の公的研究費における管理・体制の状況、再発防止計画等を含

む最終報告書を配分機関に提出する。期限までに調査が完了しない場合であっても、調査の

中間報告を配分機関に提出する。 

２ 最高管理責任者は、調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、

速やかに認定し、配分機関に報告する。 

３ 最高管理責任者は、配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況

及び調査の中間報告を当該配分機関に提出する。 

４ 最高管理責任者は、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係

る資料の提出または閲覧、現地調査に応じる。 

（処分） 

第２４条 最高管理責任者は、不正使用が認定された場合において、不正使用を行った者又

は不正使用を行った者に対する監督責任があると認められる者について、懲戒処分の検討

の必要を認めたときは、高知県公立大学法人職員の懲戒等に関する規程第3条第4項に準じ

て理事長に対して審査請求を行い、これを受けて理事長は、同規程に基づき懲戒処分の措置

を講ずるものとする。 

２ 理事長は、不正使用が認定された場合には、必要に応じて、告訴又は損害賠償請求等の

措置を講ずるものとする。 

３ 理事長は、不正使用において不正な取引及び行為にかかわった業者の存在が認定され

た場合は、高知県公立大学法人契約事務取扱規程第3条第2項に基づいた措置を講ずる。 

（公表） 

第２５条 最高管理責任者は、調査対象者が高知県公立大学法人職員の懲戒等に関する規



程に基づいて処分を受けたときは、教育研究審議会にてその内容を報告するものとする。 

２ 最高管理責任者は、調査の結果、不正を認定した場合は、速やかに調査結果を公表する。 

（告発者及び調査協力者の保護及び名誉の回復） 

第２６条 最高管理責任者は、不正使用に関する告発者及び調査協力者が告発又は情報提

供を行ったことを理由として、いかなる不利益な取扱いも受けることがないよう、必要な措

置を講ずるとともに、告発者及び調査協力者の職場環境等の保全に努めなければならない。 

２ 最高管理責任者は、不正使用が存在しなかったことが認定された場合は、調査対象者の

名誉回復のために、十分な措置をとらなければならない。 

（告発の濫用禁止） 

第２７条 何人も、虚偽の告発、他人を誹謗中傷する告発その他不正の目的による告発を行

ってはならない。最高管理責任者は、そのような告発を行った者に対し、就業規則等に基づ

き、必要な処分を行うことができる。 

（守秘義務） 

第２８条 この規程に基づき不正使用の調査等に携わった者は、その職務上知り得た秘密

を漏らしてはならない。 

 

附則 

この規程は、令和 3 年４月１日から施行する。 

  



様式１ 

 

誓 約 書 

 

高知県立大学長 様 

 

 

私は、公的研究費等により研究を遂行するにあたり、以下の事項を遵守することを誓いま

す。 

 

記 

 

１．大学の管理する公的研究費等が、国民の貴重な税金等で賄われていることを十分認識し、

適正かつ計画的・効率的に使用し、不正行為を行わないこと。 

 

２．公的研究費等の使用に当たっては、関係する法令・通知等及び配分機関が定める使用条

件並びに本学が定める規程等を遵守するとともに、説明責任を果たすこと。 

 

３．公的研究費等の取扱いに関する研修等に積極的に参加し、関係する法令、使用ルールに

関する知識の習得や手続きの理解に努めること。 

 

４．法令、規程等に違反し、不正等を行った場合は、大学や配分機関の処分及び法的な責任

を負担すること。 

 

 

令和  年  月  日 

 

所  属                  

 

職  名                  

 

氏  名                  

  



様式２ 

 

誓 約 書 

 

高知県立大学長 様 

 

当社（当法人）は、高知県公立大学法人高知県立大学（以下「高知県立大学」）との取引

に当たり、以下の事項を遵守することを誓います。 

 

記 

 

１．高知県公立大学法人の会計、契約に関する諸規程等、高知県立大学競争的資金等事務取

扱要領及び高知県立大学における公的研究費の不正防止計画等を遵守し、不正に関与

しないこと。 

 

２．高知県立大学内部監査、その他調査等において、取引帳簿の閲覧・提出等の要請に協力

すること。 

 

３．不正が認められた場合は、高知県立大学における取引停止を含むいかなる処分を講じら

れても異議がないこと。 

 

４．高知県立大学の構成員から不正な行為の依頼があった場合には、通報窓口（総務企画部）

に通報すること。 

 

 

令和  年  月  日 

 

（ 住    所 ）                         

 

（ 社    名 ）                         

 

（代表者役職・氏名）                      ㊞  

 


